
建築都市局

平成28年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

目
標

32 ％ 33 ％
課
長

0.60 人

実
績

32 ％ 33 ％
係
長

2.70 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％
職
員

9.90 人

目
標

32 ％ 33 ％

実
績

32 ％ 33 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

88 ％ 88 ％
課
長

0.05 人

実
績

87.0 ％ 87.9 ％
係
長

0.30 人

達
成
率

98.9 ％ 99.9 ％
職
員

1.60 人

目
標

50
件
／
年

50
件
／
年

課
長

0.05 人

実
績

17
件
／
年

30
件
／
年

係
長

0.35 人

達
成
率

34.0 ％ 60.0 ％
職
員

0.75 人

Ⅱ-1-
(4)-⑤ 
公共施設
などの耐
震化の推
進

4
民間建築物耐震
改修費等補助事
業

建築
指導
課

民間建築物の耐震化を
促進するため、一定の
要件に該当する木造住
宅やマンション、多数
の市民が利用する特定
建築物等の耐震化に要
する費用の一部を補助
する。

90,000 33,952 75,736
やや
遅れ

　補助事業及び耐震化に関す
る問合せ・相談回数が大きく
増加し（H27年度207回、H28
年度512回）、補助実績件数
も前年度を上回っていたが、
目標の60%に留まったため
「やや遅れ」と判断。

やや
遅れ

【評価理由】
　普及啓発活動は昨年度と同様
に目標を達成し（目標30回、実
績32回）、補助事業及び耐震化
に関する問合せ・相談回数につ
いては目標を大きく上回った。
しかし、補助実績件数は昨年度
に比べほぼ倍増したものの、目
標の60%に留まったため「やや遅
れ」と判断。

【課題】
　熊本地震の発生により、建築
物の耐震化に対する関心は以前
に比べ高まってきているが、対
象建築物の工事件数にはあまり
結びついていない。

　今後も引き続き、市民や事
業者に対する各種説明会・講
習会等での事業ＰＲや住宅情
報誌などへの情報掲載、平成
28年度より実施している固定
資産税納税通知書への啓発チ
ラシの封入などを通じ、効果
的な普及啓発活動を行ってい
くとともに、新たなＰＲ手法
の検討を行う。

市営住宅整備事
業

住宅
整備
課

本市では現在、約３
３,０００戸の市営住
宅を管理しており、老
朽化の著しい市営住宅
の集約建替や既存ス
トックの有効活用を図
りながら、住宅に困窮
する低所得者及び高齢
者、障害者、子育て世
帯等に住宅を供給する
ことにより、多世代共
生の住まいづくりを推
進する。

1,050,316 1,601,234 2,201,521 順調
　バリアフリー住戸の供給率
目標を達成することができた
ので「順調」であると判断。

順調

【評価理由】
　バリアフリー住戸の供給率
目標を達成することができた
ので「順調」であると判断。

【課題】
　市営住宅のマネジメント実
施計画に基づき、既存市営住
宅の改善により住宅のバリア
フリー化を進めていく必要が
ある。

　市営住宅のマネジメント実
施計画に基づき、市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
く。

2
市営住宅整備・
管理事業

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

本市では現在、約
33,000戸の市営住宅を
管理しており、老朽化
の著しい市営住宅の集
約建替や既存ストック
の有効活用を図りなが
ら、住宅に困窮する低
所得者及び高齢者、障
害者、子育て世帯等に
住宅を供給することに
より、市民の居住安定
の確保を図る。

単身高齢
者が市営
住宅にお
いて安心
して暮ら
せる環境
づくり

1,525,578 2,076,370 2,677,758

　バリアフリー住戸の供給率
目標を達成することができ
た。
　また、市営住宅に入居する
単身高齢者が抱える悩みの聞
き取りや相談先の助言などを
行い孤立死や引きこもりを防
止するため、65歳以上単身高
齢者を対象としたふれあい巡
回員による訪問を行った。28
年度は、対象者9,218人に対
して、延べ26,916回訪問し、
43,095件の相談等に応じた。
これらについて概ね当初計画
どおり事業を実施したため、
「順調」と判断。

順調

─

36％
（H31年
度）

高齢者ふれあい巡
回員の活動

―

9,700

民間建築物を対象
とした耐震改修費
等補助実績

50件
（H26年
度）

50件／
年

188,690 184,976 15,575193,362
特優賃及び高優賃
の入居率

80％
（H26年
度）

80％以
上／年3

優良賃貸住宅供
給支援事業

職
員

21.10 人

【評価理由】
　市営住宅のバリアフリー住戸
の供給率については、バリアフ
リー住戸の供給率目標を達成す
ることができた。
　ふれあい巡回員の活動につい
ては、ふれあい巡回員による65
歳以上の単身高齢者への訪問等
により、高齢者への見守りや悩
みの相談等を行うことができ
た。
　また、優良賃貸住宅供給につ
いては、特優賃及び高優賃の入
居率、共に目標の達成率が
99.9％であり「順調」と判断。

【課題】
　市営住宅のバリアフリー化に
ついては、市営住宅のマネジメ
ント実施計画と整合を図る必要
がある。
　ふれあい巡回員の活動につい
ては、見守りの対象となる単身
高齢者の増加により、きめ細か
い対応が難しくなっている。
　また、優良賃貸住宅供給につ
いては、事業目標達成の安定化
を図るため、引き続き制度のＰ
Ｒ及び家賃補助の実施が必要で
ある。

　市営住宅のマネジメント実
施計画に基づき、市営住宅の
バリアフリー化について、引
き続き計画的に取り組んでい
くとともに、ふれあい巡回員
の活動については、増加する
単身高齢者へきめ細かい見守
りを実施するため、ふれあい
巡回員増員の検討を行う。
　また、優良賃貸住宅供給に
ついては、前年度に引き続
き、家賃補助及び同住宅のPR
活動を行っていく。

係
長

課
長

2.10 人

順調

順調
　目標の達成率が99.9％のた
め「順調」であると判断。

6.30 人245,400

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H27年度 H28年度

人件費（目安）H28年度 H27年度

Ⅱ-1-
(1)-④ 
居住支援
の充実

─ ─

市営住宅のバリア
フリー住戸の供給
率（累計）

─ ─

─

―

住宅
計画
課

一定の基準を満たす良
質な賃貸住宅（特定優
良賃貸住宅、高齢者向
け優良賃貸住宅）への
入居者に対して家賃補
助を行うことにより、
入居を促進し、入居者
の居住の安定確保を図
る。

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

市営住宅のバリア
フリー住戸の供給
率（累計）

36％
（Ｈ31
年度）

Ⅱ-1-
(1)-③ 
子育て・
高齢世帯
などが混
在するコ
ミュニ
ティづく
り

108,150―1

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度
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平成28年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H27年度 H28年度

人件費（目安）H28年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

60 件 67 件
課
長

0.05 人

実
績

54 件 64 件
係
長

0.40 人

達
成
率

90.0 ％ 95.5 ％
職
員

1.00 人

目
標

300 件 300 件

実
績

549 件 411 件

達
成
率

183.0 ％ 137.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

150 戸 150 戸
課
長

0.30 人

実
績

394 戸 323 戸
係
長

1.00 人

達
成
率

262.7 ％ 215.3 ％
職
員

2.00 人

目
標

100
世
帯

実
績

32
世
帯

達
成
率

32.0 ％

目
標

100
世
帯

実
績

102
世
帯

達
成
率

102.0 %

目
標

70 ％ 70 ％
課
長

0.05 人

実
績

73.2 ％ 69.4 ％
係
長

0.20 人

達
成
率

104.6 ％ 99.1 ％
職
員

0.40 人

順調

【評価の理由】
　狭あい道路拡幅整備事業
は、目標数をほぼ達成してお
り、着実に安全な市街地形成
や居住環境の向上は進められ
ている。
　また、老朽空き家対策につ
いても、目標を達成すること
ができたので「順調」と判
断。

【課題】
　狭あい道路拡幅整備につい
ては、申請書提出から整備完
了までに期間を要しているこ
とから、平成29年度は要綱を
改定し、事業期間の短縮化に
努めている。今後も事業手続
きや内容等を含め、制度の見
直しについて検討を行う。
　老朽空き家対策について
は、引き続き普及啓発活動等
を実施するなどして、空き家
等の適正管理について、所有
者等の意識の向上を図る必要
がある。

　狭あい道路拡幅整備事業に
ついては、防災性に優れた安
全な市街地の形成や居住環境
の向上に向け、事業を継続し
ていく。
　老朽空き家対策について
は、今後も適正に管理され
ず、周辺の居住環境に悪影響
を及ぼす老朽空き家等の増加
が続くことが見込まれるた
め、その対策の強化を図る。

6
老朽空き家等対
策推進事業

空き
家対
策推
進室

人口減少や高齢化等が
進む本市においては、
今後も、適正に管理さ
れず、周辺の居住環境
に悪影響を及ぼす老朽
空き家等の増加が続く
ことが見込まれること
から、平成２８年に制
定した「空家等の適切
な管理等に関する条
例」及び同年策定した
「空家等対策計画」に
基づき、老朽空き家等
対策の強化を図る。

11,520 4,216 10,165
大変
順調

　目標を達成することができ
たので「大変順調」と判断。

Ⅲ-1-
(1)-① 
快適な住
環境の形
成

7
老朽空き家等除
却促進事業

空き
家対
策推
進室

倒壊や部材の落下のお
それがあるなど危険な
空き家等の除却を促進
するため、家屋の除却
に要する費用の一部を
補助することにより、
市民の安全で安心な居
住環境の形成を図る。

75,000 73,721 92,440
大変
順調

　目標を上回る除却戸数を達
成したため、「大変順調」と
判断。

　引き続き、景観アドバイ
ザー制度の活用による公共施
設や民間施設等の魅力向上を
推進するとともに本制度の周
知を図る。

1,880 746 948 5,575

70％
（毎年
度）

Ⅲ-1-
(2)-② 
風格のあ
る都市景
観づくり

9
魅力ある街並み
形成

都市
景観
課

本事業は、個性的で魅
力的な都市景観の形成
を目指し、景観アドバ
イザー制度の活用によ
る公共施設や大型民間
施設等の魅力向上を図
り、市民が誇りと愛着
を持てる街並みづくり
を推進する。

個性的で魅力的な
都市景観の向上
(景観が良くなった
と思う人の割合)

70%
（H26年
度）

Ⅲ-1-
(1)-② 
定住促進
や地域活
性化のた
めの環境
づくり

8
住むなら北九州
移住推進の取組
み

住宅
計画
課

　平成29年度より新たに設け
たメニューについても積極的
にＰＲを行い、本市への定
住・移住を強力に推進する。

22,875

課
長

0.25 人

順調

　賃貸住宅補助世帯数につい
ては当初目標を下回ったもの
の、住宅取得補助世帯数につ
いては当初目標を達成し、全
体で７割程度の達成率となっ
たため「順調」と判断。

係
長

0.50 人

賃貸住宅補助世帯
数

―

策定 公表

職
員

3.00

空き家等対策計画
の策定

係
長

1.00 人

―

40,550

課
長

0.70
167件

（H26年
度）

300件
（H29年
度）

28,450

老朽空き家等除却
促進事業の年間実
施件数

202戸
（H26年
度）

180戸
（H29年
度）

策定
（H28年
度） 人

―

15,425 20,732 32,342 12,075

狭あい道路の拡幅
整備完了件数（累
計）

―
80件

（Ｈ30
年度）

―

5
狭あい道路拡幅
整備事業

住宅
計画
課

幅の狭い道路に面した
建築物の建て替えなど
をする際に、道路幅を
広げることを促すこと
により、防災性に優れ
た安全な住宅市街地の
形成と居住環境の向上
を図る。

空き家に関する相
談・通報件数

策定

順調

　平成28年度は10件の狭あい
道路の拡幅整備を完了させて
おり、事業の目的である安全
な市街地形成と居住環境の向
上を図ることは達成されてお
り「順調」と判断。

順調

　景観アドバイザー制度が活
用されており、市民アンケー
ト結果も概ね目標を達成して
いるため、「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　本市の魅力ある街並み形成
に寄与していると認められる
ため「順調」と判断。

【課題】
　アドバイザーの助言が反映
できるよう、事業の充実を図
り、都市景観の向上につなげ
る。

2.00
職
員

人

82,300 38,188

【評価理由】
　賃貸住宅補助世帯数につい
ては当初目標を下回ったもの
の、住宅取得補助世帯数につ
いては当初目標を達成し、全
体として７割程度の目標達成
率となったため「順調」と判
断。

【課題】
　認知度向上のため市外への
ＰＲを引き続き実施していく
とともに、対象者及び対象エ
リア等の要件の見直しによ
り、定住者及び移住者にとっ
て、より利用しやすい制度と
していく必要がある。

72世帯
（H26年
度）

―

500世帯
(H27～
31年
度）

本市への移住を強力に
推進するため、これま
での「北九州市定住促
進支援事業」と「住む
なら北九州　子育て・
転入応援事業」を一本
化し、市外から移住す
る世帯に対し、住宅を
取得する費用や街なか
の住宅を賃借する費用
の一部を補助する。

550世帯
(H27～
31年
度）

人

順調

住宅取得補助世帯
数
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平成28年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H27年度 H28年度

人件費（目安）H28年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

2 日

実
績

3 日

達
成
率

150.0 ％

目
標

7,000 人

実
績

9,695 人

達
成
率

138.5 ％

目
標

33
億
円

33
億
円

実
績

35
億
円

42
億
円

達
成
率

106.1 ％ 127.3 ％

目
標

2,100 件 2,100 件

実
績

2,188 件 2,192 件

達
成
率

104.2 ％ 104.4 ％

目
標

課
長

4.00 人

実
績

係
長

8.00 人

達
成
率

職
員

18.00 人

261,0008,188,200 9,143,025―
事業完了
（H37年
度）

職
員

　H30年度以降も引き続き、
指定管理者制度により、管理
運営を行っていく。

　　H29.2.1に土地・建物に
　係る財産の所管換えを建
　築都市局から市民文化ス
　ポーツ局へ行うとともに、
　同日より市民文化スポー
　ツ局が維持管理・運営業
　務を担当している。

―

係
長

1.00 人

―

36,500

課
長

職
員

1.00 人

2.00 人

Ⅴ-1-
(1)-① 
生活支援
施設の立
地誘導や
「街な
か」居住
の促進

12
住宅市街地総合
整備事業

再開
発課

住宅市街地整備計画に
位置づけられた公的機
関や民間事業者が整備
する市街地住宅等に関
する調査設計計画費及
び共同施設整備費の一
部に対して、市が補助
金交付などの支援を行
う。

13
折尾地区総合整
備事業

折尾
総合
整備
事務
所

折尾駅周辺の鉄道の立
体化により踏切を除去
するとともに、一帯の
幹線道路整備や鉄道跡
地を含む土地区画整理
事業等の面整備を総合
的に実施することによ
り、交通渋滞の解消、
住環境の改善、まちの
一体化、回遊性の向上
などを図り、折尾地区
を魅力ある学園都市と
して、また、広域交通
拠点として整備する。

― ―

Ⅲ-2-
(3)-③ 
スポーツ
施設の整
備

10
スタジアム整備
事業

建築
課

実
績

0.50

95,135

順調

人

6,900

10,100,790 順調
　スタジアム整備が予定通り
完了したため「順調」と判
断。

順調
　スタジアム整備が予定通り
完了したため「順調」と判
断。

1,760 戸 1,760 戸

0.10 人

順調

　（仮称）八幡高見地区Ｓ街
区第1期建設工事の進捗率
は、当初想定していたものに
比べ、施行者による事業計画
の検討に時間を要したもの
の、平成28年度の進捗は予定
どおりである。
　また、（仮称）城野駅北地
区第1期建設工事の進捗率
は、予定どおりである。
　両地区の進捗率を総合的に
判断し、「順調」とした。

順調

Ⅳ-2-
(2)-① 
高齢者を
中心とし
た健康・
生活支援
ビジネス
の推進

11
住まい向上リ
フォーム促進事
業

住宅
計画
課

良質な住宅ストックの
形成と活用を地元活力
により促進するため、
既存住宅において、エ
コ（環境対策）や子育
て・高齢化対応、安
全・安心に資するリ
フォーム工事に対し、
その費用の一部を補助
する。

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

2,271戸
（H34年
度）

―

1,760戸
（H26年
度）

目
標

達
成
率

2,033件
（H26年
度）

―

10,146,639 318,422

4,200件
(H27～
28年
度）

69,720 12,804

─

─

7,000人
(毎年
度)

―

―

― ―

189,382

都心部に人が集い、に
ぎわいあふれる北九州
市の創出を目指し、Ｊ
リーグやラグビートッ
プリーグなどの試合に
加え、小中高生のサッ
カー・ラグビー大会、
グラウンドゴルフ大
会、子どもたちへの芝
生開放、イベントの開
催など、幅広い市民利
用に活用し、市民に夢
と感動を提供できるス
タジアムを整備する。

「見るスポーツ」
の機会提供の充実
（平成２５年２月
公共事業評価（事
前評価２）におけ
る目標値）
供用開始後のグラ
ウンド利用日数

57日

Ｊリーグ観戦試合
の平均入場者数
（平成２５年２月
公共事業評価（事
前評価２）におけ
る目標値）
供用開始後の１試
合平均入場者数

7,000人

学園都市にふさわ
しい地域拠点の形
成

住宅市街地総合整
備事業における住
宅供給支援戸数
（累積）

― ―

順調
　２つの成果指標が共に目標
を上回ったため、「順調」と
評価した。

順調
　目標どおり成果を得られて
おり、「順調」と判断。

　国や県の事業をはじめ、本
市の助成制度など、様々なリ
フォーム支援施策が活用され
るよう、ホームページやチラ
シの配布等により、一層の周
知に努めるとともに、リ
フォーム事業者や市民の声な
どを踏まえ、その活用状況を
見極めていく。

係
長

0.70 人

職
員

2.00 人

人

200,000 200,021

0.05

　住宅市街地総合整備事業に
ついては、良好な市街地居住
環境の整備に寄与するととも
に、民間の建設資金を活用
し、その一部を助成する事業
であり、効率的で良質な住宅
ストックが形成されているの
で、引き続き事業の推進を図
る。
　また、折尾地区総合整備事
業については、平成37年度の
完了に向け、着実に事業の推
進を図る。

【評価理由】
　住宅市街地総合整備事業に
ついては、（仮称）八幡高見
地区Ｓ街区第1期建設工事の
事業着手が当初想定していた
ものに比べ遅れたものの、今
年度予定していた事業計画を
満足するものであり、また
（仮称）城野駅北地区第1期
建設工事の進捗が順調であ
る。
　折尾地区総合整備事業につ
いては、平成37年度の完了に
向け、着実に事業を推進でき
ているため、「順調」と判
断。

0.20 人

課
長

係
長

4,991,018

22,575

課
長

　折尾地区総合整備事業につ
いては、平成37年度の完了に
向け、着実に事業を推進でき
ているため、「順調」と判
断。

57日
(毎年
度)

補助金交付工事に
おける工事費用総
額

―

33億円
／年

（H28年
度ま
で）

エコや子育て支
援、高齢化対応、
安全・安心にかか
るリフォーム工事
の実施件数
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建築都市局

平成28年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H27年度 H28年度

人件費（目安）H28年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

24 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％

達
成
率

91.3 ％ 91.3 ％

目
標

6 ％ 6 ％

実
績

2.4 ％ 2.4 ％

達
成
率

40.0 ％ 40.0 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

実
績

達
成
率

目
標

課
長

1.21 人

実
績

係
長

5.00 人

達
成
率

職
員

13.00 人

　平成30年春に換地処分予定
だが、残る保留地の分譲など
事業完了に向けて事務を進め
る。

― ― 順調

　土地区画整理の事業進捗率
は若干下回っている（目標：
９９％、実績：９５．７％）
が、保留地分譲は好調であ
り、事業は「順調」に進んで
いると判断。

5,000人
（H32年
度）

　本事業については、平成28
年度より再開発ビルの建築工
事に着手したことから、事業
推進に向けた支援を完成年度
まで引続き行う。

― ―

―

10,650

課
長

0.10 人

順調
係
長

0.20 人

職
員

人

― ―

―

　平成28年度は、解体工事も
完了し、施設建築物工事にも
着手できたことから、「順
調」と判断。

順調

【評価理由】
　本事業は、建物本体工事に
着手するなど、予定どおり事
業進捗が図られており、「順
調」と判断。

3,000㎡
（H29年
度）

― ―

161,415
北九州学術・研究
都市北部地区にお
ける地区内人口

380,812 1,179,972

― ―

―

Ⅴ-1-
(1)-② 
まちづく
りと連携
した商業
機能の活
性化

14
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい
交通体系を構築するた
め、既存の公共交通機
関を有効活用し、その
維持や充実・強化を図
る。
過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい
公共交通や徒歩・自転
車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

850,000 325,015

Ⅴ-1-
(3)-① 
研究・開
発拠点の
整備

16
北九州学術・研
究都市北部土地
区画整理事業

学
術・
研究
都市
開発
事務
所

北九州学術研究都市を
知的基盤の中核とし
て、周辺の自然環境を
活かしながら、複合的
なまちづくりを進めて
いくための基盤整備事
業で、「施行者：北九
州市、事業期間：平成
１４年４月から平成３
０年３月、施行面積：
約１３５．５ヘクター
ル」の国から認可され
た土地区画整理事業と
して整備を進めてい
る。

―

1,620,052

Ⅴ-1-
(2)-①
都心のに
ぎわいづ
くり

15
小倉駅南口東地
区市街地再開発
事業

再開
発課

本市の玄関口である小
倉駅の小倉城口にふさ
わしい都市機能の集積
と土地の高度利用を図
るため、都市計画道路
博労町線の拡幅整備と
あわせた市街地再開発
事業を行う施行者に対
して、事業費の一部を
補助し、事業の推進を
図る。

598,487

市内の公共交通人
口カバー率

基準値
80％

（H17年
度）

80％
（H32年
度）

自家用車CO2排出量
の削減（Ｈ１７年
度比）

基準値
69.7万
ｔ-CO2
（H17年
度）

6％
（H32年
度）

市内の公共交通分
担率

基準値
20％

（H17年
度）

保留床として売却
する業務床面積

―

―

順調

　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いることから、「順調」と判
断。

47,753 38,403 29,189 順調

【評価理由】
　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

―

保留床として売却
する住宅戸数

課
長

0.60
係
長16,150

順調

【評価理由】
　ほぼ目標どおりの成果が現
れており、事業全体の進捗は
「順調」であると判断。

【課題】
　事業を完了させるための進
捗管理が必要である。

1.00

人1.20
職
員

人

24％
（H32年
度）

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、今後加速すると考え
られる超高齢化社会に対応す
るため、高齢者が利用しやす
いように施設や車両のバリア
フリー化を推進し、公共交通
の利用を促すモビリティマネ
ジメント等を行う。

人0.10

―

― ―

100戸
（H29年
度）

―
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建築都市局

平成28年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H27年度 H28年度

人件費（目安）H28年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

16 戸 50 戸

実
績

25 戸 84 戸

達
成
率

156.3 ％ 168.0 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

24 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％

達
成
率

91.3 ％ 91.3 ％

目
標

6 ％ 6 ％

実
績

2.4 ％ 2.4 ％

達
成
率

40.0 ％ 40.0 ％

目
標

8
か
所

8
か
所

課
長

0.10 人

実
績

8
か
所

8
か
所

係
長

0.60 人

達
成
率

100.0 ％ 100.0 %
職
員

1.20 人

Ⅴ-2-
(3)-② 
おでかけ
しやすい
移動手段
の確保

19

環境首都総合交
通戦略の推進
（おでかけ交通
事業）

都市
交通
政策
課

おでかけ交通事業は、
バス路線廃止地区やバ
ス路線のない高台地
区、高齢化率が市の平
均を上回る地区などに
おいて、地域住民の交
通手段を確保するた
め、採算性の確保を前
提として、地域住民、
交通事業者、市の三者
がそれぞれの役割分担
のもとで連携して、マ
イクロバスやジャンボ
タクシー等を運行す
る。

既運行地区におけ
るおでかけ交通の
維持

8か所
（H25年
度）

― 47,753 38,403 29,189 順調

　三者で逐次調整・協議を行
い、安定・安全運行の確保に
努め、運行の維持ができたの
で、「順調」と判断。

順調

【評価理由】
　事業者に対して運行に要す
る費用の一部助成などの側面
支援を実施し、安定・安全運
行を図ることができたので、
「順調」であると判断。

【課題】
　おでかけ交通を存続させて
いくため、更なる三者の連携
による利用者増を図ることが
不可欠である。

　既運行地区におけるおでかけ
交通を維持するため、事業主体
に対する側面支援による運行の
継続を行う。

自家用車CO2排出量
の削減（Ｈ１７年
度比）

Ⅴ-1-
(1)-② 
まちづく
りと連携
した商業
機能の活
性化

18
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

市内の公共交通人
口カバー率

基準値
80％

（H17年
度）

80％
（H32年
度）

職
員

係
長

課
長

基準値
20％

（H17年
度）

16,150

基準値
69.7万
ｔ-CO2
（H17年
度）

環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい
交通体系を構築するた
め、既存の公共交通機
関を有効活用し、その
維持や充実・強化を図
る。
過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい
公共交通や徒歩・自転
車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

市内の公共交通分
担率

大変
順調

　予定どおり、土地区画整理
事業が完了し、純増住宅戸数
が目標を大きく上回ってい
る。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導についても、第二期
分譲地（財務省・ＵＲ）の全
ての事業者と事業計画に基づ
く基本計画協定締結に至って
おり、事業全体として「大変
順調」と判断。

大変
順調

【評価理由】
　予定どおり、土地区画整理
事業が完了し、純増住宅戸数
が目標を大きく上回ってい
る。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導についても、第二期
分譲地（財務省・ＵＲ）の全
ての事業者と事業計画に基づ
く基本計画協定締結に至って
おり、事業全体として「大変
順調」と判断。

【課題】
　各事業者と締結した基本計
画協定に基づき持続可能な低
炭素型のまちづくりの誘導を
引き続き行う必要がある。

係
長

2.00 人

0.35 人

518,532 680,128 1,887,619

人

人

24％
（H32年
度）

16,150 順調

　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いることから、「順調」と判
断。

【評価理由】
　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

100％
(H27年
度～）

47,753 38,403 29,189 順調0.60

0.10

Ⅴ-1-
(4)-① 
省エネル
ギー（ネ
ガワッ
ト）の推
進

17
城野ゼロ・カー
ボン先進街区形
成事業

区画
整理
課

ＪＲ城野駅北側の未利
用国有地やＵＲ城野団
地を中心とする城野地
区（約１９ha）におい
て、エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の設置
誘導、エネルギーマネ
ジメントによるエネル
ギー利用の最適化、公
共交通の利用促進な
ど、様々な低炭素技術
や方策を総合的に取り
入れて、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅街区
を整備する。

純増住宅戸数 ―

長期優良住宅等の
認定件数の割合

―

6％
（H32年
度）

人

1.20

職
員

3.00 人

46,525

課
長

　各事業者と締結した基本協
定に基づき持続可能な低炭素
型のまちづくりを誘導する。

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。
　また、今後加速すると考え
られる超高齢化社会に対応す
るため、高齢者が利用しやす
いように施設や車両のバリア
フリー化を推進し、公共交通
の利用を促すモビリティマネ
ジメント等を行う。

550戸
（H33年
度）
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建築都市局

平成28年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H27年度 H28年度

人件費（目安）H28年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

課
長

0.20 人

実
績

係
長

0.50 人

達
成
率

職
員

0.80 人

目
標

3,924 戸 4,225 戸

実
績

4,025 戸 4,239 戸

達
成
率

102.6 ％ 100.3 ％

目
標

6,979 戸 7,630 戸

実
績

6,605 戸 7,413 戸

達
成
率

94.6 ％ 97.2 ％

【評価理由】
　市営住宅バリアフリー化工
事、耐震改修工事ともに、成
果指標を概ね達成することが
できたので、「順調」である
と判断。

【課題】
　市営住宅バリアフリー工事
については、中期目標の達成
に向け、引き続き事業を推進
する必要がある。
　耐震改修については、市営
住宅のマネジメント実行計画
に基づき、耐震改修促進計画
の目標達成に向け、引き続き
事業を推進する必要がある。

　市営住宅を耐用年数まで有
効に活用するため、高齢者対
応や安全性確保を引き続き推
進する。

係
長

2.201,139,384 順調

　平成28年度における市営住
宅バリアーフリー化工事（目
標：200戸、実績：214戸）の
目標を達成することができる
など、概ねスケジュールに
沿って事業を進捗することが
できた。
　市営住宅の耐震改修工事
は、概ね8割（目標1,025戸、
実績808戸）の進捗である
が、残りはH29年度に繰り越
して執行する予定である。
よって「順調」であると判
断。

順調

人

　長寿命化計画に基づき、市有
建築物の計画的な予防保全の
推進を図っていく。

Ⅴ-3-
(2)-① 
都市基
盤・施設
の有効活
用

21
市営住宅既存ス
トック整備事業

住宅
整備
課・
住宅
管理
課

既存の市営住宅の居住
水準および安全性を確
保する為、住戸のバリ
アフリー化（すこやか
改善事業）や耐震性の
低い住棟の耐震改修を
行い、既存ストックの
有効活用を図る。

人

耐震改修工事累計
戸数

―
約9,200戸
（Ｈ32年

度） 職
員

課
長

0.50 人

施設
保全
課

―

Ⅴ-3-
(1)-② 
都市基
盤・施設
の適正な
維持管理

20
公共施設予防保
全マネジメント
推進事業

「公共施設マネジメン
ト方針」及び「公共施
設マネジメント実行計
画」の内容を踏まえた
上で、公共施設の目標
耐用年数の設定、対象
施設の抽出など長寿命
化の考え方を整理し、
調査データ等から改修
優先度の判断基準の検
討等を行うなど長寿命
化計画を策定する。

―
約4,800戸
（Ｈ31
年）

1,235,116 1,482,693

13,273

―

H29年度
完了

　目標としていた「市有建築
物長寿命化計画」を平成29年
3月に策定したため「順調」
と判断。

95,250

9.00

【評価理由】
　平成28年度に目標どおり計
画策定出来たため「順調」と
判断。

【課題】
　長寿命化計画の策定を受
け、今後更に予防保全の取り
組みを推進するため、建物の
機能維持に不可欠な設備機器
についての情報を付加し、長
寿命化計画の充実を図る必要
がある。

順調13,30015,000 順調－

市有建築物長寿命
化計画の策定・充
実

市有建築
物長寿命
化計画の
策定

市有建築
物長寿命
化計画の
策定

市営住宅のバリア
フリー化工事（す
こやか改善事業）
累計戸数
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建築都市局

平成28年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H27年度 H28年度

人件費（目安）H28年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

15 件 15 件
課
長

0.01 人

実
績

18 件 29 件
係
長

0.05 人

達
成
率

120.0 ％ 193.3 ％
職
員

0.05 人

目
標

16 戸 50 戸

実
績

25 戸 84 戸

達
成
率

156.3 ％ 168.0 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％ 100 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

33
億
円

33
億
円

実
績

35
億
円

42
億
円

達
成
率

106.1 ％ 127.3 ％

目
標

2,100 件 2,100 件

実
績

2,188 件 2,192 件

達
成
率

104.2 ％ 104.4 ％

補助金交付工事に
おける工事費用総
額

エコや子育て支
援、高齢化対応、
安全・安心にかか
るリフォーム工事
の実施件数

23
城野ゼロ・カー
ボン先進街区形
成事業

Ⅵ-2-
(1)-① 
環境に配
慮した良
質な住
宅・建築
ストック
の形成

区画
整理
課

ＪＲ城野駅北側の未利
用国有地やＵＲ城野団
地を中心とする城野地
区（約１９ha）におい
て、エコ住宅や創エ
ネ・省エネ設備の設置
誘導、エネルギーマネ
ジメントによるエネル
ギー利用の最適化、公
共交通の利用促進な
ど、様々な低炭素技術
や方策を総合的に取り
入れて、ゼロ・カーボ
ンを目指した住宅街区
を整備する。

22

民間建築物指導
業務（ＣＡＳＢ
ＥＥ北九州の普
及）

建築
指導
課

建築物は、エネルギーの消
費や廃棄物の発生など環境
に対し様々な影響を与えて
いる。また、地球温暖化対
策をはじめとする環境問題
に対し、建築分野での取り
組みは大きな役割を担って
いる。CASBEE北九州（建築
物総合環境性能評価制度）
は延床面積２,０００㎡以
上の建築物の新築等を行う
建築主が建築物の環境性能
を自己評価し、その結果を
市に届出る制度であり、こ
の制度の普及により、環境
配慮型建築物の整備促進を
図る。

24
住まい向上リ
フォーム促進事
業

住宅
計画
課

良質な住宅ストックの
形成と活用を地元活力
により促進するため、
既存住宅において、エ
コ（環境対策）や子育
て・高齢化対応、安
全・安心に資するリ
フォーム工事に対し、
その費用の一部を補助
する。

189,382

2,033件
（H26年
度）

4,200件
(H27～
28年
度）

―

係
長

職
員

22,575

課
長

518,532 680,128 1,887,619

100％
(H27年
度～）

　民間建築物指導業務につい
ては、平成２０年１０月の本
格実施から一定年数が経過
し、建築士事務所等の制度へ
の理解は進んでおり、引き続
き届出を促す普及啓発活動を
実施する。
　城野ゼロ・カーボン先進街
区形成事業については、各事
業者と締結した基本協定に基
づき持続可能な低炭素型のま
ちづくりを誘導する。
　住まい向上リフォーム促進
事業については、国や県の事
業をはじめ、本市の助成制度
など、様々なリフォーム支援
施策が活用されるよう、ホー
ムページやチラシの配布等に
より、一層の周知に努めると
ともに、リフォーム事業者や
市民の声などを踏まえ、その
活用状況を見極めていく。

15件
（毎年
度）

990

0.05 人

205 109 111

―

33億円
／年

（H28年
度ま
で）

200,000 200,021

長期優良住宅等の
認定件数の割合

550戸
（H33年
度）

大変
順調

　実績が目標を大幅に上回っ
たので、「大変順調」と判
断。

係
長

2.00 人

【評価理由】
　民間建築物指導業務につい
ては、目標を超える届出件数
であった。
　城野ゼロ・カーボン先進街
区における土地区画整理事業
が完了し、純増住宅戸数が目
標を大きく上回っている。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導についても、第二期
分譲地（財務省・ＵＲ）の全
ての事業者と事業計画に基づ
く基本計画協定締結に至っ
た。
　住まい向上リフォーム促進
事業は、目標どおり成果を得
られており、「順調」と判
断。

【課題】
　民間建築物指導業務につい
ては、届出を促す効果的な普
及啓発活動を実施することが
必要である。
　城野ゼロ・カーボン先進街
区形成事業については、各事
業者と締結した基本協定に基
づき持続可能な低炭素型のま
ちづくりの誘導を引き続き行
う必要がある。

順調

順調
　２つの成果指標が共に目標
を上回ったため、「順調」と
評価した。

0.70 人

2.00 人

職
員

3.00 人

46,525

課
長

0.35 人

大変
順調

　予定どおり、土地区画整理
事業が完了し、純増住宅戸数
が目標を大きく上回ってい
る。
　また、低炭素型のまちづく
りの誘導についても、第二期
分譲地（財務省・ＵＲ）の全
ての事業者と事業計画に基づ
く基本計画協定締結に至って
おり、事業全体として「大変
順調」と判断。

純増住宅戸数 ―

建築物総合環境性
能評価制度
（CASBEE北九州）
の届出件数

15件
（H26年
度）
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建築都市局

平成28年度　行政評価の取組結果（建築都市局）

指標名等
現状値

（基準値）
中期
目標

予算額
（千円）

決算額
（千円）

決算額
（千円）

金額
（千円）

職
位

事業
評価

評価の理由
局施策
評価

局施策評価の理由及び課題

H30年度予算要求に向けた 
施策の方向性

H27年度 H28年度

人件費（目安）H28年度 H27年度

【Plan】　計画　／　【Do】　実施

施策番号
・施策名

No.
基本計画の施策を構成
する主な事業・取組

主要事業
所管課名 事業・取組概要

事業評価の成果指標（目標・実績）

人数

【Check】　　評価　／　【Action】改善

H28年度

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

80 ％ 80 ％

達
成
率

100.0 ％ 100.0 ％

目
標

24 ％ 24 ％

実
績

21.9 ％ 21.9 ％

達
成
率

91.3 ％ 91.3 ％

目
標

6 ％ 6 ％

実
績

2.4 ％ 2.4 ％

達
成
率

40.0 ％ 40.0 ％

目
標

1 回
課
長

― 人

実
績

3 回
係
長

― 人

達
成
率

300.0 ％
職
員

― 人

　交通事業者等と連携しなが
ら、公共交通の利用促進に向
けた取り組みを継続して実施
する。　また、今後加速する
と考えられる超高齢化社会に
対応するため、高齢者が利用
しやすいように施設や車両の
バリアフリー化を推進し、公
共交通の利用を促すモビリ
ティマネジメント等を行う。

　国家プロジェクトとしての
下関北九州道路の整備に向
け、要望活動や調査研究活動
に取り組んでいく。

― ― ― ―
1回

（H28年
度）

1回
（H32年
度）

― ―

【施策の指標】
早期実現のための
要望活動を共同で
実施

人1.20
職
員

人0.60
係
長

基準値
80％

（H17年
度）

80％
（H32年
度）

順調

【評価理由】
　国や関係機関に対して、予
定を上回る要望・提案活動を
実施した。
　その結果、調査に国庫補助
がつくなど、下関北九州道路
を取り巻く状況が前進したた
め、「順調」であると判断。

【課題】
　下関北九州道路の早期実現
に向けて、検討調査をスピー
ド感を持って進め、要望に反
映させていく必要がある。

47,753 38,403

市内の公共交通人
口カバー率

6％
（H32年
度）

順調

【評価理由】
　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いることから、「順調」と判
断。

【課題】
　公共交通の利用促進に向け
た更なる啓発活動が必要であ
る。

市内の公共交通分
担率

基準値
20％

（H17年
度）

24％
（H32年
度）

16,150 順調

　成果指標である「市内の公
共交通人口カバー率」及び
「市内の公共交通分担率」に
ついて、概ね目標を達成して
いることから、「順調」と判
断。

―

―

―

自家用車CO2排出量
の削減（Ｈ１７年
度比）

基準値
69.7万
ｔ-CO2
（H17年
度）

人0.10
課
長

Ⅶ-3-
(2)-④
広域連携
に資する
社会基盤
の整備に
向けた取
組の推進

26

【施策評価のみ】
下関北九州道路
にかかる要望・
提案活動の実施

都市
交通
政策
課

【施策の内容】
地域連携に資する社会
基盤の整備に向けた取
り組みの一環として、
下関北九州道路を推進
するため、国や関係機
関に対して要望・提案
活動を実施する。

Ⅵ-2-
(1)-② 
環境に配
慮した都
市基盤・
施設の整
備・維持
管理

25
環境首都総合交
通戦略の推進

都市
交通
政策
課

環境首都総合交通戦略
は、本市での望ましい
交通体系を構築するた
め、既存の公共交通機
関を有効活用し、その
維持や充実・強化を図
る。
過度なマイカー利用か
ら地球環境にやさしい
公共交通や徒歩・自転
車への利用転換を図
り、市民の多様な移動
手段が確保された交通
体系を構築することを
目指す。

29,189

133


